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企業行動に関する意識調査（東北版）

東北支店 企画調査課

2023年8月3日

2022・2023・2024年度 設備投資計画調査 特別調査
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調査要領

1．実施時期：2023年6月23日（金）を期日として実施

2．調査方法：郵送によるアンケート方式（ 「2022・2023・2024年度設備投資計画調査」にあわせて実施）

3．調査対象：原則として資本金1億円以上の民間法人企業（ただし、金融保険業などを除く）

4．回答数 ：

5．留意点
・東北地域とは、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県を含む地域を指す。
・四捨五入により、グラフの各要素の合計が100％にならない場合がある。
・次頁以降、グラフや文中における「東北」とは、東北地域に本社を置く企業の回答を指す。

※ 大 企 業 ： 資本金10億円以上
中堅企業 ： 原則として資本金1億円以上

◼ 本調査は、足元の重要テーマに関する企業の意識や見通しなどを調査したものである。
◼ 今年度は、「2022・2023・2024年度設備投資計画調査」にあわせて、ロシア・ウクライナ問題等による事業への影響や脱炭素に向けた取

り組み、人的資本投資等について調査を実施。本資料は、主に東北地域に本社を置く企業の回答についてまとめたものである。

全国 うち東北本社企業
対象会社数

（発送会社数）
A 9,434 920

回答会社数

- 大企業 1,075
製造業 455

大企業 59
製造業 17

非製造業 620 非製造業 42

- 中堅企業 2,948
製造業 1,098

中堅企業 469
製造業 166

非製造業 1,850 非製造業 303

B 計 4,023
製造業 1,553

計 528
製造業 183

非製造業 2,470 非製造業 345

回答率 B/A 42.6% 57.4%
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調査結果のポイント

• 事業や設備投資に関するリスクとして、「物価上昇」や「人手不足」が主要なリスクとして認識されている。
東北の製造業に関しては、「為替の急変動」や「ウクライナ危機」等、原材料価格変動やサプライチェーン
の混乱を懸念していると考えられる回答も相応にみられた。

• 2022年度国内設備投資（実績）に関して、当初計画通りの設備投資となった企業の回答割合が最
多である一方、「投資内容の精査、無駄の見直し」の回答も同程度あり、投資を抑制した企業も相応に
あると推定される。

• 物価上昇に伴い、賃金引き上げを実施した企業が多数を占めた一方、物価上昇分の販売価格への転
嫁に関しては、「充分ではない」との回答が多くみられた。

• With/Afterコロナにおける理想的な出社率は「100％」との回答が最も多く、東北における「100%」の
回答は、全国を15pt程度上回る結果となった。

• イノベーション推進に向けた取組に関しては、「特に進んでいない」との回答が多く、その課題として「人材
不足」との回答が多数を占めており、イノベーション推進に向けた人材育成が課題の一つと考えられる。

• カーボンニュートラル達成時期に関しては、「不明」との回答が多数を占めており、実現に向けた課題として、
「技術的な課題」を認識している回答が多くみられた。
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1．事業・設備投資に対する影響
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事業リスク

事業へのマイナス影響が大きいリスク（1位～3位までの複数回答）

※中堅企業＋大企業

◼ 事業にマイナス影響を与えうるリスクは「物価上昇」であるとの回答が最も多く、次いで「人手不足」も重要なリスクの1つとして認識されている。
◼ 業種別の東北の回答について、製造業は「為替の急変動」や「ウクライナ危機」、「供給制約」等の回答が多く、原材料価格変動やサプライ

チェーンの混乱を懸念する事業者が多いものと見られる。
◼ 非製造業では「感染症拡大」や「自然災害」の回答割合が高く、客数減少を危惧しているものと推定される。

1.5%

1.5%

2.8%

3.8%

4.4%

7.2%

20.3%

12.7%

16.3%

20.5%

23.9%

20.9%

55.8%

76.5%

2.0%

2.9%

4.4%

4.4%

6.2%

12.7%

13.7%

16.3%

17.9%

20.6%

22.7%

28.5%

48.9%

68.6%

分からない、特にない

金融システムの不安定化

資産価格下落

その他

米中対立や各国の自国産業強化政策

米欧景気の減速

ウクライナ危機

金利上昇

供給制約

自然災害

感染症拡大

為替の急変動

人手不足（2024年問題など）

物価上昇

【全国】全産業（n=4,020）

【東北】全産業（n=527）

3.8%

1.7%

1.4%

3.5%

14.8%

2.0%

24.9%

29.6%

2.9%

14.2%

18.0%

14.8%

59.4%

76.8%

1.1%

1.1%

1.6%

4.4%

8.8%

8.8%

12.1%

13.2%

15.4%

20.3%

24.7%

32.4%

48.9%

75.8%

資産価格下落

金融システムの不安定化

分からない、特にない

その他

金利上昇

米中対立や各国の自国産業強化政策

自然災害

感染症拡大

米欧景気の減速

供給制約

ウクライナ危機

為替の急変動

人手不足（2024年問題など）

物価上昇

【東北】製造業（n=182）

【東北】非製造業（n=345）
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2022年度国内設備投資（実績）について

前年度の国内設備投資額実績が計画を下回った理由（3つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

◼ 2022年度は、当初計画通りの設備投資額となった企業の割合が最も多かった。
◼ 当初計画を下回る設備投資額となった企業については、「投資内容の精査、無駄の見直し」を理由とする回答が最も多く、様々な要因により

投資を抑制した企業も多く存在するとみられる。

2.4%

6.1%

10.4%

14.7%

11.1%

18.7%

31.2%

44.0%

3.5%

4.4%

11.0%

13.3%

15.4%

23.2%

36.2%

38.9%

ウクライナ危機や米中対立

その他

新型コロナウイルス感染症

工事費高騰に伴う見直し

もともと確度の低かった投資の剥落

工期の遅れ

投資内容の精査、無駄の見直し

実績は当初計画を下回らず

【全国】全産業（n=3,272）

【東北】全産業（n=423）

1.5%

7.1%

10.8%

14.6%

8.6%

16.0%

27.6%

47.4%

3.9%

4.5%

9.7%

14.8%

15.5%

23.2%

37.4%

38.1%

ウクライナ危機や米中対立

その他

新型コロナウイルス感染症

工事費高騰に伴う見直し

もともと確度の低かった投資の剥落

工期の遅れ

投資内容の精査、無駄の見直し

実績は当初計画を下回らず

【東北】製造業（n=155）

【東北】非製造業（n=268）
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（参考）前年度の国内設備投資額実績が計画を下回った理由（過去調査との比較）

前年度の国内設備投資額実績が計画を下回った理由（3つまでの複数回答）

◼ 過去の調査と比較すると、「新型コロナウィルス感染症」の回答割合が全国では昨年と比較し8ポイント、東北では11ポイント減少した。
◼ 「工期の遅れ」、「工事費高騰に伴う見直し」がなされた企業がやや増加した。

11.0%

13.3%

15.4%

23.2%

36.2%

38.9%

19.3%

7.1%

12.3%

18.6%

30.7%

43.2%

33.4%

2.4%

13.2%

13.4%

35.8%

37.8%

新型コロナウイルス感染症

工事費高騰に伴う見直し

もともと確度の低かった投資の剥落

工期の遅れ

投資内容の精査、無駄の見直し

実績は当初計画を下回らず

【全国】2021年度調査（n=3,570）

【全国】2022年度調査（n=3,743）

【全国】2023年度調査（n=3,272）

※中堅企業＋大企業

10.4%

14.7%

11.1%

18.7%

31.2%

44.0%

21.6%

9.0%

8.4%

14.8%

25.4%

48.8%

30.4%

4.5%

9.8%

11.1%

32.9%

44.7%

新型コロナウイルス感染症

工事費高騰に伴う見直し

もともと確度の低かった投資の剥落

工期の遅れ

投資内容の精査、無駄の見直し

実績は当初計画を下回らず

【東北】2021年度調査（n=441）

【東北】2022年度調査（n=500）

【東北】2023年度調査（n=423）
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企業の拠点選定における重点項目

企業の拠点選定における重点項目（1位～3位までの複数回答）

※中堅企業＋大企業

◼ 企業の今後の拠点選定にあたり、「人材の確保」を重視する回答が最も多く、人手不足問題に対する危機意識が示される結果となった。
◼ 東北の製造業の回答については、「既存拠点や取引先との近接性」、「不動産価格や賃料」、「交通インフラ」、「原材料や水・エネルギーの

確保」の回答がほぼ同割合となった。

7.3%

7.1%

7.5%

18.2%

11.1%

17.3%

28.6%

35.9%

36.5%

53.2%

5.9%

7.0%

8.4%

13.6%

16.2%

18.1%

27.4%

39.2%

43.1%

49.1%

政策支援

その他

環境配慮対応

原材料や水・エネルギーの確保

BCP

働きやすい環境（ウェルビーイング）

交通インフラ

不動産価格や賃料

既存拠点や取引先との近接性

人材の確保

【全国】全産業（n=3,674）

【東北】全産業（n=479）

7.4%

6.1%

5.5%

11.0%

18.1%

12.6%

28.7%

39.7%

40.0%

49.4%

7.7%

8.9%

10.7%

11.2%

16.0%

28.4%

28.4%

29.0%

30.2%

60.4%

環境配慮対応

その他

政策支援

BCP

働きやすい環境（ウェルビーイング）

原材料や水・エネルギーの確保

交通インフラ

不動産価格や賃料

既存拠点や取引先との近接性

人材の確保

【東北】製造業（n=169）

【東北】非製造業（n=310）
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事業成長のための優先投資

事業成長のための優先投資（1位～3位までの複数回答）

※中堅企業＋大企業

◼ 事業成長のための優先投資について、「人材育成、人的投資」の回答割合が最も多い結果となった。
◼ 「情報化投資」を優先投資とする回答も一定割合を占めており、人的投資とデジタル化による業務効率化が事業成長に必須と判断する企

業が多いものとみられる。

0.4%

0.8%

6.5%

19.6%

47.8%

61.2%

83.3%

2.0%

5.6%

9.8%

26.5%

48.1%

64.0%

76.6%

海外M&A

海外有形固定資産投資

国内M&A

研究開発

情報化投資

国内有形固定資産投資

人材育成、人的投資

【全国】全産業（n=3,928）

【東北】全産業（n=510）

0.3%

0.3%

7.9%

55.6%

8.2%

63.4%

84.3%

0.6%

1.7%

3.9%

33.5%

40.8%

57.0%

81.6%

海外M&A

海外有形固定資産投資

国内M&A

情報化投資

研究開発

国内有形固定資産投資

人材育成、人的投資

【東北】製造業（n=179）

【東北】非製造業（n=331）
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2．人的投資、デジタル化・イノベーション
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人的投資

人的投資の取組内容（3つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

◼ 各社が取り組む人的投資について、「人材の獲得」の回答割合が最も多かった。
◼ 「賃金引き上げ」の回答割合は、全国・東北いずれも2番目に多いが、東北の回答割合は全国の回答割合を上回る結果となった。

0.8%

1.0%

2.1%

1.0%

7.7%

9.6%

13.5%

26.2%

21.0%

28.3%

39.6%

48.1%

60.4%

1.0%

1.1%

2.5%

3.5%

7.4%

10.6%

16.2%

23.4%

23.6%

24.0%

39.8%

46.2%

60.4%

社内起業の支援

その他

ジョブ型雇用の導入

人的資本（非財務情報）

成果連動の強化

自己啓発の補助拡大

生産性向上のための就労環境整備

健康経営の推進

能力評価・人事管理システムの拡充

OJTの強化

研修などOFF-JTの強化

賃金引き上げ

人材の獲得

【全国】全産業（n=3,951）

【東北】全産業（n=520）

1.2%

1.2%

1.2%

0.9%

10.3%

7.4%

14.4%

27.6%

19.7%

25.9%

39.7%

47.1%

60.6%

0.0%

0.6%

0.6%

4.4%

8.3%

8.3%

11.7%

23.3%

23.3%

32.8%

39.4%

50.0%

60.0%

社内起業の支援

人的資本（非財務情報）

その他

ジョブ型雇用の導入

自己啓発の補助拡大

成果連動の強化

生産性向上のための就労環境整備

健康経営の推進

能力評価・人事管理システムの拡充

OJTの強化

研修などOFF-JTの強化

賃金引き上げ

人材の獲得

【東北】製造業（n=180）

【東北】非製造業（n=340）



12

人材獲得に向けた施策

人材獲得に向けた施策（3つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

◼ 人材獲得に向けた施策では、「中途採用の強化」の回答割合が最も多く、次いでほぼ同割合で「新卒採用の強化」との回答割合も多かった。
◼ 「賃金引き上げ」の回答割合は3番目に多く、人材獲得に向けた競争が一層厳しさを増している可能性が示唆された。

1.8%

3.1%

3.5%

3.9%

3.9%

8.0%

3.1%

4.3%

13.1%

49.7%

67.6%

73.9%

1.6%

2.3%

2.9%

4.2%

5.9%

6.2%

7.6%

8.6%

17.9%

47.4%

64.9%

70.7%

M&A

その他

副業の受け入れ

ESGへの取り組み強化

ウェルビーイング対応

採用基準緩和（外国人や高齢者など）

フレックス制の導入・拡充

リモートワークの拡充

オフィス・工場などの執務環境の整備

賃金引き上げ

新卒採用の強化

中途採用の強化

【全国】全産業（n=3,885）

【東北】全産業（n=513）

2.1%

3.6%

3.9%

4.2%

3.0%

3.9%

3.0%

7.8%

12.0%

49.5%

64.6%

73.6%

1.1%

2.2%

2.8%

3.3%

3.3%

5.0%

5.6%

8.3%

15.0%

50.0%

73.3%

74.4%

M&A

その他

副業の受け入れ

ウェルビーイング対応

フレックス制の導入・拡充

リモートワークの拡充

ESGへの取り組み強化

採用基準緩和（外国人や高齢者など）

オフィス・工場などの執務環境の整備

賃金引き上げ

新卒採用の強化

中途採用の強化

【東北】製造業（n=180）

【東北】非製造業（n=333）
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人手不足問題に対する対応策

人材獲得以外の人手不足問題への対応策（2つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

◼ 人手不足問題への対応策として、「自動化投資」の回答割合が約5割と最も多かった。
◼ 業種別の東北の回答について、製造業では「他社との融通・連携」の回答割合が2番目に多い結果となった。
◼ 非製造業では「営業・稼働時間の削減」が2番目に多く、全国の回答割合を大幅に上回った。

0.5%

6.7%

22.0%

20.2%

33.6%

51.2%

0.6%

6.1%

18.0%

25.9%

29.1%

58.6%

海外移転

その他

他社との融通・連携

従業員のリスキリング

営業・稼働時間の削減

自動化投資

【全国】全産業（n=2,927）

【東北】全産業（n=387）

0.0%

6.9%

22.8%

40.2%

22.0%

42.3%

1.4%

6.4%

15.6%

22.0%

22.0%

66.7%

海外移転

その他

従業員のリスキリング

営業・稼働時間の削減

他社との融通・連携

自動化投資

【東北】製造業（n=141）

【東北】非製造業（n=246）
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物価上昇に伴う賃金引き上げ

物価上昇に伴う賃金引き上げ状況

※中堅企業

◼ 物価上昇に伴う賃金引き上げについては、「既に実施した」との回答割合が大部分を占める結果となった。
◼ 東北の回答について、物価上昇に伴う賃金引き上げを「検討したが、実施しなかった」、「実施しておらず、今後も検討する予定はない」との回

答割合が全国に比して多くなった。

9.2%

11.5%

17.0%

62.3%

8.8%

11.4%

18.0%

61.8%

検討したが、実施しなかった

実施しておらず、今後も検討する予定はない

実施していないが、今後実施することを検討中

既に実施した

【全国】全産業（n=2,886）

【東北】全産業（n=459）

13.2%

7.8%

16.9%

62.0%

8.5%

11.6%

17.1%

62.8%

実施しておらず、今後も検討する予定はない

検討したが、実施しなかった

実施していないが、今後実施することを検討中

既に実施した

【東北】製造業（n=164）

【東北】非製造業（n=295）
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賃金の引き上げ水準

賃金の引き上げ水準（賃金の引き上げ実施済または検討中企業のみ回答）

※中堅企業

◼ 賃金引き上げ水準については、「物価上昇率と同程度の水準で引き上げ」の回答割合が最も多かった。
◼ 全国・東北ともに、「物価上昇率を上回る水準で引き上げ」と回答した割合は、「同程度または低い水準」と回答した割合よりも大幅に低い

結果となった。

13.8%

37.8%

48.3%

14.7%

33.6%

51.7%

物価上昇率を上回る水準で引き上げ

物価上昇率よりは低い水準で引き上げ

物価上昇率と同程度の水準で引き上げ

【全国】全産業（n=2,290）

【東北】全産業（n=362）

12.0%

41.6%

46.4%

17.1%

31.0%

51.9%

物価上昇率を上回る水準で引き上げ

物価上昇率よりは低い水準で引き上げ

物価上昇率と同程度の水準で引き上げ

【東北】製造業（n=129）

【東北】非製造業（n=233）
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物価上昇への対応

燃料費・電力費・人件費等の上昇分の価格転嫁状況

※中堅企業

◼ 燃料費・電力費・人件費等の高騰分の販売価格への転嫁について、「一部出来ているが、充分ではない」との回答割合が最も多かった。
◼ 業種別の東北の回答について、非製造業の「価格転嫁できていない」との回答割合は、製造業を大幅に上回っており、値上げによる客離れを

懸念しているとみられる。

10.0%

28.4%

61.7%

10.2%

29.6%

60.2%

価格転嫁できている

価格転嫁できていない

一部出来ているが、充分ではない

【全国】全産業（n=2,898）

【東北】全産業（n=462）

8.7%

33.9%

57.4%

12.2%

18.3%

69.5%

価格転嫁できている

価格転嫁できていない

一部出来ているが、充分ではない

【東北】製造業（n=164）

【東北】非製造業（n=298）
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デジタル化に関する取組状況

デジタル化に関する取組状況（3つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

◼ 「既存システムの更新」の回答割合が約8割で最も多く、次いで情報のデータ化（Digitalization）の回答割合が多かった。
◼ 一方、「ビジネスモデルの変革・再構築（DX）」、「スマートファクトリー」等、規模が大きく時間を要する選択肢については、いずれも回答が2

割以下にとどまった。

1.0%

4.5%

5.7%

17.5%

21.5%

33.9%

37.8%

81.7%

1.2%

6.3%

7.2%

20.5%

28.3%

33.8%

42.1%

78.0%

その他

スマートファクトリー

顧客インターフェースの構築・改善

ビジネスモデルの変革・再構築(DX)

RPA導入などによるプロセス改善

全社的なデータ連携

情報のデータ化(Digitization)

既存システムの更新

【全国】全産業（n=3,875）

【東北】全産業（n=508）

1.2%

7.3%

2.4%

17.1%

19.8%

34.5%

37.8%

82.3%

0.6%

2.8%

8.3%

18.3%

24.4%

32.8%

37.8%

80.6%

その他

顧客インターフェースの構築・改善

スマートファクトリー

ビジネスモデルの変革・再構築(DX)

RPA導入などによるプロセス改善

全社的なデータ連携

情報のデータ化(Digitization)

既存システムの更新

【東北】製造業（n=180）

【東北】非製造業（n=328）
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IoT、AI（ChatGPT等の生成AIを含む）の活用状況

IoT、AIの活用状況

※中堅企業＋大企業

◼ IoT、AIの活用状況に関し、全国は「活用予定はないが、社内的な関心が高まっている」との回答割合が最も多かった一方、東北では「活用
予定はなく、関心も高まっていない」との回答割合が最も多かった。

11.2%

14.5%

9.0%

10.1%

13.7%

8.1%

14.8%

18.1%

12.8%

11.5%

17.0%

8.4%

41.4%

42.2%

40.9%

37.9%

31.9%

41.3%

32.5%

25.1%

37.3%

40.5%

37.4%

42.2%

【全国】全産業（n=3,916）

【全国】製造業（n=1,527）

【全国】非製造業（n=2,389）

【東北】全産業（n=514）

【東北】製造業（n=182）

【東北】非製造業（n=332）

活用している 活用を検討している 活用予定はないが、社内的な関心が高まっている 活用予定はなく、関心も高まっていない
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With/Afterコロナにおける出社率

With/Afterコロナにおける出社率（0～10割で回答）

※中堅企業＋大企業

◼ With/Afterコロナにおける理想的な社員の出社率は、「100%」とする回答が最も多く、東北における「100%」の回答割合は、全国を
15pt程度上回る結果となった。

8.1%

8.5%

7.9%

4.0%

4.5%

3.7%

10.9%

11.0%

10.8%

4.2%

1.7%

5.6%

13.6%

13.7%

13.5%

8.2%

9.6%

7.5%

16.3%

19.1%

14.4%

14.8%

16.9%

13.7%

51.1%

47.7%

53.4%

68.7%

67.2%

69.6%

【全国】全産業（n=3,766）

【全国】製造業（n=1,478）

【全国】非製造業（n=2,288）

【東北】全産業（n=499）

【東北】製造業（n=177）

【東北】非製造業（n=322）

50%以下 60～70% 80% 90% 100%



20

With/Afterコロナにおける出社率（地域別）

With/Afterコロナにおける出社率（0～10割で回答）

※中堅企業＋大企業

◼ With/Afterコロナにおける出社率を地域別に見た場合、「100%」と回答した割合は東北が最も高くなった。

8.1%

4.0%

5.5%

4.5%

16.6%

7.9%

4.1%

7.8%

4.1%

2.5%

4.9%

10.9%

4.2%

4.4%

3.4%

22.7%

9.4%

5.4%

12.5%

7.6%

4.9%

6.5%

13.6%

8.2%

11.9%

12.4%

17.7%

11.4%

17.0%

17.1%

10.7%

9.8%

12.5%

16.3%

14.8%

14.3%

17.4%

13.7%

16.7%

15.6%

17.8%

20.8%

18.4%

18.2%

51.1%

68.7%

63.8%

62.4%

29.4%

54.5%

57.8%

44.8%

56.8%

64.4%

57.8%

全国（n=3,766）

東北（n=499）

北海道（n=293）

北関東甲信（n=178）

首都圏（n=906）

東海（n=341）

北陸（n=147）

関西（n=538）

中国（n=317）

四国（n=163）

九州・沖縄（n=384）

50％以下 60～70％ 80% 90% 100%
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テレワーク導入によるオフィス面積の変化見込み

テレワーク導入によるオフィス面積の変化見込み

※中堅企業＋大企業

◼ テレワークの導入や利用拡大を受け、今後オフィスや営業所の床面積は「変わらない」と回答した割合が最も多く、全国と東北でも大きな開き
はなかった。

82.5%

81.5%

83.1%

86.0%

84.5%

86.9%

3.7%

4.8%

3.0%

3.1%

2.8%

3.4%

9.0%

8.7%

9.1%

8.3%

10.5%

7.0%

【全国】全産業（n=3,892）

【全国】製造業（n=1,521）

【全国】非製造業（n=2,371）

【東北】全産業（n=508）

【東北】製造業（n=181）

【東北】非製造業（n=327）

変わらない ０～１割減 １～２割減 ２割超減少 ０～１割増 １～２割増 ２割超増加
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イノベーション推進に向けた取組

イノベーション推進に向けた取組状況（3つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

◼ イノベーション推進に向けた取組に関し、「特に取り組んでいない」との回答割合が最も多く、東北の回答割合は全国を上回る結果となっており、
全国に比してイノベーション推進の観点で遅れをとっている可能性が示唆された。

0.2%

1.0%

1.0%

0.2%

1.0%

1.9%

3.6%

7.7%

11.3%

11.3%

14.4%

33.0%

49.2%

0.8%

0.9%

1.1%

2.2%

2.7%

4.9%

5.9%

12.1%

15.7%

16.2%

17.0%

35.8%

39.0%

海外スタートアップ投資（CVCを含む）

その他

海外スタートアップとの連携

国内スタートアップ投資（CVCを含む）

特許マネジメントの強化

国内スタートアップとの連携

M&A

研究機関との連携

研究開発予算の拡大

他の事業会社との連携

推進部署の設置

社内人材の育成

特に取り組んでいない

【全国】全産業（n=3,959）

【東北】全産業（n=522）

0.3%

0.3%

0.9%

0.9%

2.1%

0.6%

4.1%

10.6%

4.4%

14.5%

6.2%

31.6%

53.1%

0.0%

0.0%

1.1%

1.1%

1.6%

1.6%

2.7%

12.6%

13.7%

14.2%

20.8%

35.5%

42.1%

国内スタートアップ投資（CVCを含む）

海外スタートアップ投資（CVCを含む）

特許マネジメントの強化

その他

国内スタートアップとの連携

海外スタートアップとの連携

M&A

他の事業会社との連携

研究機関との連携

推進部署の設置

研究開発予算の拡大

社内人材の育成

特に取り組んでいない

【東北】製造業（n=183）

【東北】非製造業（n=339）
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イノベーション推進に向けた課題

イノベーション推進に向けた課題（3つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

◼ イノベーション推進に向けた課題では、「人材不足」の回答割合が最も多かった。
◼ 東北（全産業）の回答に関し、「市場ニーズの把握不足」や「IT環境を含む設備の不足」、「研究成果の製品化、事業化の遅れ」も相応の

割合を占めており、イノベーション推進に向けた課題は山積しているとみられる。

1.9%

5.0%

9.3%

8.7%

16.2%

13.1%

26.3%

20.7%

49.0%

1.7%

4.0%

11.5%

12.6%

17.8%

19.8%

22.5%

23.0%

50.8%

その他

対面コミュニケーションの不足

研究開発費が不十分

外部リソースとの連携

IT環境を含む設備の不足

研究成果の製品化、事業化の遅れ

特に課題はない

市場ニーズの把握不足

人材不足

【全国】全産業（n=3,888）

【東北】全産業（n=518）

2.1%

4.5%

9.8%

17.6%

6.3%

19.9%

28.6%

6.5%

46.7%

1.6%

6.0%

6.6%

13.7%

14.8%

22.0%

22.0%

25.3%

53.3%

その他

対面コミュニケーションの不足

外部リソースとの連携

IT環境を含む設備の不足

研究開発費が不十分

市場ニーズの把握不足

特に課題はない

研究成果の製品化、事業化の遅れ

人材不足

【東北】製造業（n=182）

【東北】非製造業（n=336）
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3．カーボンニュートラル
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カーボンニュートラルの達成時期

カーボンニュートラルの達成時期の目安

※中堅企業＋大企業

◼ カーボンニュートラル達成時期は、「不明」であるとの回答割合が最も多く、東北の回答割合は全国を上回る結果となった。
◼ 全国の回答では、「不明」に次いで「2046～2050年」の回答割合が2番目に多い一方、東北の回答では「2026～2030年」の回答割合

が2番目に多かった。

0.6%

0.6%

0.6%

1.4%

3.4%

5.4%

7.6%

5.8%

74.4%

0.6%

0.6%

0.6%

2.0%

2.9%

4.1%

8.0%

12.7%

68.5%

すでに達成

2041～2045年

～2025年

2051年以降

2031～2035年

2036～2040年

2026～2030年

2046～2050年

不明

【全国】全産業（n=3,712）

【東北】全産業（n=497）

0.6%

0.3%

0.3%

1.2%

3.1%

5.3%

5.6%

5.6%

77.9%

0.6%

1.1%

1.1%

1.7%

4.0%

5.7%

6.3%

11.4%

68.2%

2041～2045年

すでに達成

～2025年

2051年以降

2031～2035年

2036～2040年

2046～2050年

2026～2030年

不明

【東北】製造業（n=176）

【東北】非製造業（n=321）
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カーボンニュートラル実現に向けた課題

カーボンニュートラル実現に向けた課題（2つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

◼ カーボンニュートラル実現に向けた課題について、「技術的な問題」の回答割合が最も多かった。
◼ 全国の回答では、「技術的な問題」に次いで「調達先の制約（供給量、価格）」の回答割合が多い一方、東北の回答では「開発コストの

問題」の回答割合の方が多い結果となった。

7.5%

18.7%

37.7%

32.8%

52.4%

7.0%

19.2%

36.6%

37.0%

54.3%

その他

販売先の制約（需要量、価格）

開発コストの問題

調達先の制約（供給量、価格）

技術的な問題

【全国】全産業（n=3,393）

【東北】全産業（n=451）

9.4%

17.4%

38.9%

31.6%

46.5%

4.2%

21.1%

22.3%

48.2%

62.7%

その他

販売先の制約（需要量、価格）

調達先の制約（供給量、価格）

開発コストの問題

技術的な問題

【東北】製造業（n=166）

【東北】非製造業（n=288）
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